
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) (31年度) (32年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

5,830,000 5,830,000 0 0 0 0 0 0 5,830,000

5,830,000 5,830,000 0 0 0 0 0 0 0 5,830,000

5,523,000 0 0 5,523,000 0 0 0 0 0 0 0 0 5,523,000

5,830,000 0 0 5,830,000 0 0 0 0 0 0 0 0 5,830,000

5,830,000 0 0 5,830,000 0 0 0 0 0 0 0 0 5,830,000

5,523,000 0 0 5,523,000 0 0 0 0 0 0 0 0 5,523,000

トイレ改修工事

実　績　額

地 方 債 計　画　額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度事業なし

実績との比較
（増減理由）

入札による減

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

実　績　額 0

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

予算計上額

予算計上額

実　績　額

予算計上額

そ の 他 計　画　額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

庁舎建設から40年以上が経過し老朽化が進んでおり、必要止むを得ないものについて、緊急性を考慮して修繕を実施している。

道 費 計　画　額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次

予算計上額

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事業性質区分 新規・継続 6－5－1 総務課庶務係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 庁舎リフレッシュ事業 　　―　年度　～　　　　―　年度

目的
(何のために実施する
のか）

行政サービスの拠点となる市庁舎は、昭和45年に建設以来40年以上が経過していることから、改修工事を行い、市民が
安心して快適に利用できるようにする。

庁舎外壁（平成7年東面一部、平成9年西・南面一部、平成10年西面一部、平成11年南面一部改修終了）及び屋上防水
（平成11年屋上大会議室部分改修終了）の未改修部分のほか、平成8年の耐震診断の結果、要改修との診断結果のため、
耐震改修を合わせて行いたい。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市役所庁舎 老朽化が進む庁舎を長年にわたり使用可能となり、また地震・台風等の自然災害に強い施設となる。

実施３カ年
合　　　計

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移
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指標の推移・評価

計画値 － － － － － － － － －

実績値 － － － － － － － － －

計画値 － － － － － － － － －

実績値 5,523 0 0 0 0 0 0 0 0

あまり達成されていない 達成されていない 達成されていない

少し上がっている 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 普通である 普通である 普通である

自己分析：
庁舎は耐震性の
ほか外壁や屋上
防水など老朽化
による改修が必
要であり、これ
ら改修に係る費
用や建て替えに
係る費用、また
は他の選択肢が
あるのかなどを
検討する庁内組
織を設置して、
必要な対策を
行っていく必要
がある。

自己分析：
前年同様、庁舎
は耐震性のほか
外壁や屋上防水
など老朽化によ
る改修が必要で
あり、これら改
修に係る費用や
建て替えに係る
費用、または他
の選択肢がある
のかなどを検討
する庁内組織を
設置して、必要
な対策を行って
いく必要があ
る。

自己分析：
前年同様、庁舎
は耐震性のほか
外壁や屋上防水
など老朽化によ
る改修が必要で
あり、これら改
修に係る費用や
建て替えに係る
費用、または他
の選択肢がある
のかなどを検討
しなければなら
ないが、整理す
べき観点が多岐
に渡るため、一
定の時間を要し
ながら進めてい
かなければなら
ない。

判断理由：
高齢者等が安心
して使用できる
よう、和式トイ
レから洋式トイ
レへの改修工事
を行ったが、屋
上防水の未改修
部分及び耐震改
修について未実
施であることか
ら、普通と判断
した。

自己分析：
既に、庁舎を建
て替えるとした
場合の内部検討
が行われてお
り、今後は市民
の意見を聴きな
がらこれからの
庁舎のあり方に
ついて判断し、
引き続き内部協
議を進め、でき
る限り早期に方
向性を固める必
要性がある。

自己分析：
庁舎の建て替え
が決定してお
り、今後、庁舎
建設の基本的な
考え方を示す
「基本構想」及
び施設などの具
体的な整備方針
を示す「基本計
画」に基づき基
本設計、実施設
計及び建設工事
が進められるた
め、新庁舎完成
までの間の現庁
舎の維持管理に
関しては、必要
止むを得ないも
のについて、緊
急性を考慮して
修繕を実施して
いく。

判断理由：
庁舎を建て替え
るとした場合の
内部検討が行わ
れており、現庁
舎の維持管理を
含め、方向性が
固まれば、補
修・更新時期の
最適化に努める
ことができるた
め、屋上防水の
未改修部分及び
耐震改修につい
て未実施ではあ
るが、普通であ
ると判断した。

自己分析：
庁舎の建て替えが決
定しており、平成29
年５月に庁舎建設の
基本的な考え方を示
す「基本構想」を策
定し、12月には施設
などの具体的な整備
方針を示す「基本計
画」を策定した。こ
の計画に基づき基本
設計、実施設計及び
建設工事が進められ
るため、新庁舎完成
までの間の現庁舎の
維持管理に関して
は、必要止むを得な
いものについて、緊
急性を考慮して修繕
を実施していく。

自己分析：
庁舎の建て替えが決
定しており、平成29
年５月に庁舎建設の
基本的な考え方を示
す「基本構想」を策
定し、12月には施設
などの具体的な整備
方針を示す「基本計
画」を策定した。こ
の計画に基づき基本
設計、実施設計及び
建設工事が進められ
るため、新庁舎完成
までの間の現庁舎の
維持管理に関して
は、必要やむを得な
いものについて、緊
急性を考慮して修繕
を実施していく。

自己分析：
新庁舎の竣工が
令和３年３月に
控えており、そ
れまでの間の現
庁舎の維持管理
に関しては、必
要やむを得ない
ものについて、
緊急性を考慮し
て修繕を実施し
ていく。

自己分析：
旧庁舎の維持管
理に関して、
日々の点検を怠
らず、不具合が
発生した際にも
早期発見、早期
対応に努めたこ
とにより、大規
模な修繕工事を
行う必要はな
く、修繕料の範
囲で対応を終え
ることができ
た。

判断理由：
庁舎の建て替え
が決定してお
り、現庁舎の維
持管理を含め、
方向性が固まれ
ば、補修・更新
時期の最適化に
努めることがで
きるため、屋上
防水の未改修部
分及び耐震改修
について未実施
ではあるが、普
通であると判断
した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：経年劣化により修繕が必要な箇所及び費用が年々増加しており、庁舎の改修工事については、緊
急性を伴う箇所に限定したうえで実施することとし、理想的な計画性、効率性が伴った庁舎の維持管理
ではないが、随時、施設情報を収集し、蓄積・共有・可視化を図り、 補修・更新時期の最適化に努
め、サイクルコストの低減を図るため、対策を講じている。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
改修するのか建
て替えるのか、
または他の選択
肢があるのかな
ど、老朽化した
庁舎の今後のあ
り方についての
方向性を出して
いかなけければ
ならない。
既に、庁舎を建
て替えるとした
場合の内部検討
を始めている
が、今後は市民
の意見を聴きな
がらこれからの
庁舎のあり方に
ついて判断して
いく必要があ
る。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：経年劣化により修繕が必要な箇所が年々増加しており、庁舎の
改修工事については、緊急性を考慮して実施し、効率的な庁舎の維
持管理に努めているところだが、老朽化が進む庁舎を今後どうして
いくか庁内組織を設置して必要な対策を行っていく必要がある。

H28：経年劣化により修繕が必要な箇所が年々増加しており、庁舎
の改修工事については、緊急性を伴う箇所に限定したうえで実施し
ているため、計画的、効率的な庁舎の維持管理に苦慮しているとこ
ろであり、今後は、施設情報の蓄積・共有・可視化を図り、 補
修・更新時期の最適化やサイクルコストの低減に努め、老朽化が進
む庁舎のより具体的な対策を練る必要がある。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/　　）

－

－

成果指標１
（単位/千円）

－

0

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：― 指標の求め方：庁内組織での検討後となるため、現時点では指標の設定は困難である。

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：工事費（単なる修繕などの維持管理費は除く）指標の求め方：庁内組織での検討後となるため、現時点では指標の設定は困難であり、実績のみの管理とする



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,118,000 1,118,000 0 0 1,118,000

967,210 967,210 0 0 967,210

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,223,000 1,223,000 0 0 1,223,000

1,223,000 1,223,000 0 0 1,223,000

958,213 958,213 0 0 958,213

11,141,000 3,030,000 1,920,000 16,091,000 3,135,000 3,831,000 9,694,000 1,257,000 2,030,000 1,960,000 3,243,000 8,490,000 34,275,000

11,141,000 1,904,000 3,947,000 16,992,000 2,659,000 2,521,000 7,908,000 1,257,000 3,243,000 1,842,000 15,000 6,357,000 31,257,000

9,631,695 1,464,166 3,438,436 14,534,297 2,236,030 2,098,486 6,464,276 1,062,711 2,617,951 1,811,491 8,960 5,501,113 26,499,686

12,364,000 3,030,000 1,920,000 17,314,000 3,135,000 3,831,000 9,694,000 1,257,000 2,030,000 1,960,000 3,243,000 8,490,000 35,498,000

12,364,000 3,022,000 3,947,000 19,333,000 2,659,000 2,521,000 7,908,000 1,257,000 3,243,000 1,842,000 15,000 6,357,000 33,598,000

10,589,908 2,431,376 3,438,436 16,459,720 2,236,030 2,098,486 6,464,276 1,062,711 2,617,951 1,811,491 8,960 5,501,113 28,425,109

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 公用車計画更新事業 　　―　年度　～　　　　―　年度

実　績　額

目的
(何のために実施する
のか）

公用車を計画的に更新する

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

事業性質区分 新規・継続 6－5－1 総務課契約管財係

更新の基本ルールは、走行距離10万ｋｍかつ11年経過とする。
ただし、走行距離10万ｋｍに達しない場合でも、13年経過時には更新とする。
また、11年経過でも走行距離10万ｋｍに達しない場合は、13年経過時の更新とする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

公用車 計画的に車両更新することで、業務に支障を来たさず業務遂行が可能となる。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

2,728,000

実　績　額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

道 費

予算計上額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

予算計上額

計　画　額

実　績　額

予算計上額

そ の 他 計　画　額

2,129,760

予算計上額

一 般 財 源 計　画　額 2,728,000

実　績　額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

購入台数の増 購入台数の減 購入車両の予定
価格が高いこと
による

2,728,000

購入車両の予定
価格減による

特になし入札による減

予算計上額

実　績　額

2,129,760実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 2,728,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

購入車両台数の増
及び車両の予定価
格増（架設付き車
両に変更）のため

無償貸与の電気自動車
を安価で買取。更新予
定車にリース満了車を
あてることで、要望の
あった軽トラを別途購
入することとした

寄贈車があったた
め、リース満了車の
行先が折り合わなく
なり１台更新を先送
りしている

入札による減。

実績との比較
（増減理由）

入札による減。 入札による減。 入札による減。 入札による減 入札による減 入札による減 入札による減

購入車両台数の
減による

事業費予算の
内容

購入車両を２台
とも軽乗用とし
ているため

購入車両の予定
価格減による

車両購入費
公用車２台購入

車両購入費
公用車２台購入

車両購入費
公用車２台購入

車両購入費
公用車２台購入

車両購入費
公用車２台購入

車両購入費
公用車４台購入

リース満了車の
買取費用を計上

車両購入費
公用車２台購入
（1台は電気自動
車のリース買取）

車両購入費
公用車２台購入

車両購入費
公用車１台購入
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指標の推移・評価

計画値 4 2 1 2 2 2 2 2 2

実績値 4 2 2 2 2 1 2 4 2

計画値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 100.0 100.0 200.0 100.0 100.0 50.0 100.0 200.0 100.0

達成されている 達成されている 達成されている

変わらない 変わらない 上がっている

変わらない 変わらない 上がっている

総合評価 普通である 普通である 良好である

自己分析：
適正な財産管理
を行うため計画
的な更新がなさ
れている。

自己分析：
適正な財産管理
を行うため計画
的な更新がなさ
れている。

自己分析：
当初計画してい
た走行距離10万
ｋｍかつ11年を
経過する車両が
増えたことか
ら、実績値が増
えることとなっ
た。

判断理由：
計画どおり更新
している。

自己分析：
適正な財産管理
を行うため計画
的な更新がなさ
れている。

自己分析：
適正な財産管理
を行うため計画
的な更新がなさ
れている。

判断理由：
計画どおり更新
している。

自己分析：
電気自動車普及
のための広報と
して電気自動車
1台の無償貸与
を受けたため、
更新計画では2
台更新としてい
たのを1台とし
た。
今後は電気自動
車のリース満了
後を検討してい
く必要がある。

自己分析：
適正な財産管理
を行うため計画
的な更新がなさ
れている。

自己分析：
更新計画上は2
台だったが、無
償貸与を受けて
いた電気自動車
を買取ることと
し、更新予定の
体育館車両に
リース満了車を
あてることにし
たため、要望の
あった公園軽ト
ラを更新年を繰
り上げて購入す
ることとした。
さらに日赤車の
寄贈を受けたた
め、更新車両は
合計4台となっ
た。

自己分析：
更新計画にあっ
た公園軽トラは
前年購入済。住
宅車プロボック
スとリース満了
クリッパーとの
交換ができず、
プロボックスは
更新は次年度へ
先送り。クリッ
パーは新たに給
食センターへ配
置。更新予定の
介護車はふれあ
いセンターに寄
贈車があったこ
とから入替える
ことで更新済。

判断理由：
数年前から開始
したリース車両
が満了期間を迎
え始め、更新車
両の入れ替えが
スムーズにいく
傾向にある。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：各年度の車両更新台数 指標の求め方：各年度の車両更新台数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：各年度の車両更新率 指標の求め方：各年度の車両更新計画／各年度の車両更新台数×100

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

100.0

H30：
計画的に車両更新することで、経年劣化による故障等により業務に支障をきたすことなく車両の更新が
可能である。近年では公用車の更新時期と数年前から開始しているリース車両の期間満了が合致し、更
新車両の入れ替えがスムーズである。今後もリース車両を活用しながら計画的に更新するためには、
リース車両の車種等も検討しながらすすめる必要がある。また、市の公用車として環境配慮車の配置に
ついても検討していく。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
適正な財産管理
を行うため計画
的な更新がなさ
れている。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：現状のまま継続することで、適正な公用車管理が行える。 H28：
車輌性能の向上などを鑑み、H28年度更新分より更新基準の見直し
を図ったことにより、これまで以上に計画的な更新が図られ適正な
公用車管理が行える。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

指
標

事業の効率性
(事業費に対する成果)

活動指標１
（単位/台　）

2

2

成果指標１
（単位/％　）

100.0
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事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 9,681,000 91,460,000 126,271,000 70,850,000 45,036,000 7,584,000 3,410,000 126,880,000 253,151,000

0 2,238,000 24,350,000 48,588,000 70,850,000 58,373,000 40,647,000 22,869,000 192,739,000 241,327,000

0 2,179,462 23,131,440 48,529,390 66,387,600 53,892,000 38,073,000 22,110,000 180,462,600 228,991,990

0 0 0 0 9,681,000 91,460,000 126,271,000 70,850,000 45,036,000 7,584,000 3,410,000 126,880,000 253,151,000

0 0 0 0 2,238,000 24,350,000 48,588,000 70,850,000 58,373,000 40,647,000 22,869,000 192,739,000 241,327,000

0 0 0 0 2,179,462 23,131,440 48,529,390 66,387,600 53,892,000 38,073,000 22,110,000 180,462,600 228,991,990

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 公共建築物維持保全事業 　　平成26年度　～　　　　　　年度

事業性質区分 新規・継続 6－5－1 総務課契約管財係

目的
(何のために実施する
のか）

公共建築物を安全かつ良好な状態で適切に維持保全し末永く活用する。
建築物ごとに各所管課・係において台帳（基礎台帳・管理台帳・診断評価台帳・更新計画台帳）を作成、集約し、計画的
に維持保全、用途廃止、除却などを進める。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市所有の公共建築物 公共建築物の適切な維持保全が図られる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 25,130,000

予算計上額 22,000,000

実　績　額 23,218,488

事 業 費 合 計 計　画　額 25,130,000

予算計上額 22,000,000

実　績　額 23,218,488

事業費予算の
内容

工事請負費
　４施設

工事請負費
　１施設

工事請負費・委
託料　１施設

工事請負費
　７施設

工事請負費５施設
(宮川・豊栄継続
豊中・教員住宅解
体・空知太保育
所）

工事請負費5施設
（宮川・豊栄・公
宅解体　分庁舎・
北吉野改修）

工事請負費１施
設（宮川公営住
宅解体）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

事業内容の減に
よる

事業内容の増に
よる

事業内容の増に
よる

事業内容の変更
による

事業内容の変更
による

事業内容の変更
による

実績との比較
（増減理由）

３施設から補正
による１施設追
加による増

入札による減 入札による減 入札による減 入札による減 入札減による 入札減による
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指標の推移・評価

計画値 9,681,000 91,460,000 37,800,000 20,074,000 5,000,000 486,000

実績値 2,179,462 23,131,440 66,387,600 53,892,000 38,073,000 22,110,000

計画値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 22.5 25.2 175.6 268.5 761.5 4,549.4

あまり達成されていない ほぼ達成されている

あまり上がってい
ない

上がっている

少し上がっている 変わらない

総合評価 普通である 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
他の施設で緊急
的な修繕等を行
わなければなら
ないため、計画
としては、１施
設のみの対応と
なった。

自己分析：
他の施設で緊急
的な修繕等を行
わなければなら
ないため、計画
としては、１施
設のみの対応と
なった。

判断理由：
計画にないが緊
急的に改修が必
要な事業などに
より、本来計画
しているものが
進まないことも
あるが、限られ
た財政の中で公
共建築物を適正
に管理するた
め、計画的な維
持保全が必要で
ある。

自己分析：
計画上、29年度
に予定されてい
るものはすべて
実施できたが、
今後過年度で取
りこぼした建物
及び宮川・豊栄
団地解体等を検
討していく必要
がある。

自己分析：
予定通り豊沼中
学校を解体、空
知太保育所を改
修し、事業費は
算定していない
が宮川・豊栄団
地も順調に解体
している。旧保
健所公宅、通園
センターの改修
が先送りとなっ
ている。事業費
に関しては計画
よりもかなり膨
らんでいること
から、計画段階
の事業費の算定
は難しいと考え
る。

自己分析：
予定通り分庁
舎、北吉野コ
ミュニティセン
ターを改修、先
送りになってい
た保健所公宅を
解体した。事業
費は算定してい
ないが宮川・豊
栄団地も順調に
解体しており、
通園センターの
改修が先送りと
なっている。事
業費に関しては
計画上公営住宅
の解体費が含ま
れていなかった
ことから実績額
が膨らむ傾向に
ある。

自己分析：
計画事業のオア
シスゴルフ場プ
レハブの解体は
先送り。事業費
は算定していな
いが宮川団地を
解体したため実
績額が膨らんで
いる。（計画外
事業として北勤
労者福祉会館屋
根・外壁改修工
事4,675千円）

判断理由：
利用予定のない
ものについては
解体をすすめ、
長寿命化が必要
なものは補修を
行い、すべてで
はないが計画掲
載事業について
は後年次になっ
たとしても着実
に実施されてい
ることから、計
画はほぼ達成さ
れていると判断
した。事業費実
績が予定より膨
らんでいる傾向
がある。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：公共建築物の更新に伴う事業費 指標の求め方：台帳に基づき計画している事業費

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：公共建築物の更新状況割合 指標の求め方：台帳に基づき計画している更新状況割合

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

25,130,000

23,218,488

成果指標１
（単位/％　）

100.0

100.0

H30：
築30年を超える建物が増加し維持管理にこれまで以上に費用がかかるため、長期的視点で統廃合を含めた
検討が必要になる。活用する施設を見極め適正配置を図り、解体後の跡地の活用などについても考慮した
上で施設の方向性を決める必要がある。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
公共建築物を適
切に維持保全す
るため、計画的
に事業が行われ
ている。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：
公共建築物を適正に維持保全するためには、予防保全など計画的に事
業を行うことが必要であり、H27年度末に策定した『公共施設等総合
管理計画』を推進することにより、いっそうの事業効果が見込める。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

－　－ －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 90,900,000 603,000,000 2,030,400,000 2,724,300,000 2,724,300,000

0 0 38,500,000 212,700,000 2,996,400,000 3,247,600,000 3,247,600,000

0 0 28,700,000 232,500,000 2,892,700,000 3,153,900,000 3,153,900,000

0 0 97,000,000 765,600,000 862,600,000 862,600,000

0 0 139,518,000 466,019,000 605,537,000 605,537,000

0 0 91,316,180 435,028,402 526,344,582 526,344,582

0 0 7,346,000 10,121,000 17,467,000 17,467,000

0 0 7,346,000 33,882,000 41,228,000 41,228,000

0 0 22,797,297 26,588,650 49,385,947 49,385,947

0 0 0 0 0 0 0 7,346,000 101,021,000 700,000,000 2,796,000,000 3,604,367,000 3,604,367,000

0 0 0 0 0 0 0 7,346,000 72,382,000 352,218,000 3,462,419,000 3,894,365,000 3,894,365,000

0 0 0 0 0 0 0 22,797,297 55,288,650 323,816,180 3,327,728,402 3,729,630,529 3,729,630,529

現況調査・地質
調査・設計委託
料の補正による
増加

設計委託料の契
約額の減額によ
る

工事請負金額の
契約額の減額に
よる

令和元年度から
の継続工事であ
り、工事の進捗
状況による

実績との比較
（増減理由）

構想・計画の段
階から基本設
計・実施設計の
段階に入ったた
め

建設工事の段階
に入ったため

令和元年度から
の継続工事であ
り、工事の進捗
状況による

建設工事費
3,435,924千円
工事監理委託料
19,953千円
移転支援業務委
託
5,469千円
その他
1,073千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

基本構想・基本
計画作成委託料
6,306千円
審議会委員報
酬・費用弁償
796千円
普通旅費101千
円
その他143千円

基本設計・実施
設計委託料
72,132千円
その他　250千
円

基本設計・実施
設計委託料
32,460千円
建設工事費
300,629千円
その他　515千
円

実　績　額 0

事業費予算の
内容

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

市役所庁舎の「老朽化」「災害時の機能不全の懸念」等、市民からの声により庁舎整備の機運が高まったため、「市庁舎整備検討委員会」を設置し、市民意見を聴取することにした。委員会による庁舎整備の方針に関して、「建て替えすべ
き」との意見書の提出を受け、今後の庁舎整備の整備手法や建設場所などを検討するため、「庁舎建設検討審議会」を設置し、整備方針を具体化することを決めた。また、国において庁舎整備に関する「市町村役場機能緊急保全事業」が創設
されたことにより、庁舎整備事業に係る経費の軽減も見込めることから、国の事業の期限である平成32年度末竣工を目標に庁舎建設事業を推進することとした。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

老朽化や耐震性の不足、バリアフリー性能の不足、さらには防災機能の不全などの現庁舎の課題を解決し、安全・安心で市民が利
用しやすく、市民に親しまれる新庁舎の建設を検討する。
基本構想・基本計画が策定されたことから、設計・建設工事へと移行し、新庁舎を建設する。

学識経験者、市内関係団体代表者及び市民公募委員で構成する「砂川市庁舎建設検討審議会」を開催し、審議会での審議及び市民
意見を聴取しながら庁舎建設の基本的な考え方を示す「基本構想」及び施設などの具体的な整備方針を示す「基本計画」を策定す
る。
　また、基本計画の策定後において、財政状況等を勘案しながら建設時期の検討を行い、基本計画に基づく基本設計、実施設計及
び建設工事を進める。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民
新庁舎が建設されることにより、耐震性能が確保され防災拠点としての機能が確保されるとともに、老朽化やバリアフ
リー性能の不足など、現庁舎が抱える課題が解消され、安全・安心で市民が利用しやすい庁舎が整備される。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 庁舎建設推進事業 平成　28　年度　～　　33　年度

事業性質区分 新規・継続 6－5－1 庁舎建設推進課推進係
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指標の推移・評価

計画値 6

実績値 6

計画値 1 1 1

実績値 1 1 1

計画値 3

実績値 30

計画値

実績値

計画値

実績値

計画値 20 100

実績値 16.6 100

達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 極めて良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
審議会を予定通
り開催し、基本
計画を策定でき
た。
なお、H30年度
からの活動指標
については、庁
舎建設検討審議
会がH29年度に
廃止となったこ
とから活動指標
２により評価す
る。
また、H31年に
建設工事に着手
する予定である
ことから、H31
年度以降は、活
動指標３及び成
果指標３により
評価する。

自己分析：
成果指標である
基本設計の策定
が予定通りにで
き、令和３年５
月の新庁舎開庁
に向け順調に事
業推進できてい
る。
また、活動指標
２の市民説明会
の開催について
も、計画通り開
催することがで
きた。

自己分析：
令和元年8月に
建設工事に着手
し、順調に進ん
でいる。

自己分析：
令和3年3月に竣
工し、引き渡し
を受け計画通り
進めることがで
きた。

判断理由：
令和３年５月の
新庁舎開庁に向
け順調に事業推
進している。

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

H30：
庁舎整備について、市民委員からなる庁舎建設検討審議会により、全面建替えによる庁舎整備の方針を
決定し、令和３年５月の新庁舎開庁に向け計画通り事業を進めている。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

活動指標３
（単位/％）

成果指標３
（単位/　）

活動指標２
（単位/回）

成果指標２
（単位/　　）

成果指標３ 指標名：建設工事進捗状況(H31～H32) 指標の求め方：庁舎本体工事進捗割合

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
(単位/回)

成果指標１
(単位/件)

成果指標２ 指標名：市民説明会参加人数 指標の求め方：市民説明会の参加人数

活動指標３ 指標名：－ 指標の求め方：建設工事発注後については、活動指標の設定が困難なため成果指標のみの評価とする。

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：計画・設計図書等の策定(H29～H31) 指標の求め方：基本構想・基本計画及び基本設計・実施設計の策定

活動指標２ 指標名：市民説明会開催回数(H30) 指標の求め方：市民説明会等開催回数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：庁舎建設検討審議会開催回数(H29） 指標の求め方：庁舎建設検討審議会開催回数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

154,000 71,000 80,000 305,000 98,000 199,000 394,000 88,164,000 88,164,000 88,164,000 88,164,000 352,656,000 353,355,000

154,000 62,000 62,000 278,000 62,975,000 86,781,000 149,853,000 88,164,000 40,570,000 94,225,000 179,134,000 402,093,000 552,224,000

84,550 63,060 86,256 233,866 82,923,929 86,664,951 194,074,081 51,555,367 105,283,851 187,320,077 201,090,407 545,249,702 739,557,649

154,000 71,000 80,000 305,000 98,000 199,000 394,000 88,164,000 88,164,000 88,164,000 88,164,000 352,656,000 353,355,000

154,000 62,000 62,000 278,000 62,975,000 86,781,000 149,853,000 88,164,000 40,570,000 94,225,000 179,134,000 402,093,000 552,224,000

84,550 63,060 86,256 233,866 82,923,929 86,664,951 194,074,081 51,555,367 105,283,851 187,320,077 201,090,407 545,249,702 739,557,649

啓発用チラシ
3,000枚
92,000円
寄附者への謝礼
50,000円
通信運搬費
12,000円

寄附者への謝礼
82,274,000円
郵便振込用紙等
印刷　52,000円
通信運搬費
2,697,000円
手数料
1,758,000円

寄附者への謝礼
58,552,000円
郵便振込用紙等
印刷　41,000円
通信運搬費
3,271,000円
手数料
1,111,000円

寄附者への謝礼
77,000円
通信運搬費
20,000円

寄附者への謝礼
50,000円
通信運搬費
12,000円

寄附者への謝礼
50,000円
通信運搬費
12,000円

事務補助員報酬
1,858,000円
期末手当　262,000円
寄附者への謝礼
125,913,000円
会計年度任用職員費用弁
償
51,000円
消耗品費　14,000円
郵便振込用紙等印刷
63,000円
通信運搬費　9,592,000
円
手数料　41,381,000円

寄附者への謝礼
67,537,000円
消耗品費
14,000円
郵便振込用紙等
印刷　64,000円
通信運搬費
8,829,000円
手数料
17,781,000円

寄附者への謝礼
36,017,000円
消耗品費
13,000円
郵便振込用紙等
印刷　64,000円
通信運搬費
3,128,000円
手数料
1,348,000円

寄附者への謝礼
83,091,000円
消耗品費
13,000円
郵便振込用紙等
印刷　64,000円
通信運搬費
3,346,000円
手数料
1,650,000円

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実施３カ年
合　　　計

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

目的
(何のために実施する
のか）

ふるさと応援寄附金の趣旨を理解してもらうとともに、より多くの方から寄附金として応援をいただくことで歳入の確
保を図る。

ふるさと応援寄附金に関するＰＲを啓発チラシや市ホームページにより全国に向けた情報発信を行い、制度周知を図
る。また、寄附者に対して、特産品を礼状とともに贈る。
（1万円以上の寄附者へは3千円相当、10万円以上の寄附者へは5千円相当の品⇒平成26年10月以降は寄附額の５割未満相
当の品）

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市に寄附された市外在住の方
砂川市の特産品を贈呈することにより、砂川市に縁のある方や砂川市を応援したいという方への寄附の誘導が図られる
だけでなく、継続した寄附につながる。
また、寄附していただいた方には、寄附という形で、市のまちづくりに参加していただける。

事業性質区分 新規・継続 6－5－2 総務課庶務係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 ふるさと応援寄附金推進事業 平成　23　年度　～　　　―　年度

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

本事業の開始以前は、寄附者に対しては礼状のみを送付していたが、平成23年度以降、寄附金のＰＲや特産品を贈呈することにより、砂川市に縁のある方を中心に寄附への誘導が図られるとともに、寄附者との絆を保つことで継続した寄附に
つながっている。

道 費 計　画　額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次

予算計上額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

97,000

予算計上額 97,000

実　績　額

予算計上額 97,000

実　績　額 24,485,201

事業費予算の
内容

寄附者減による
謝礼の減、納入
通知書等印刷・
PR用民間HP利用
手数料等の負担

寄附者増による
謝礼の増、納入
通知書等印刷・
PR用民間HP利用
手数料等の負担

実　績　額 24,485,201

事 業 費 合 計 計　画　額 97,000

前年度予算計上
なし

同額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

寄附者増による
謝礼の増、納入
通知書等印刷・
PR用民間HP利用
手数料等の負担

前年度予算と
の比較

（増減理由）

寄附者増に伴う
謝礼及び通信運
搬費の増

寄附者増に伴う謝礼、
送料、手数料及び人件
費から予算の組み換え
によるふるさと応援寄
附金に要する経費報酬
等の増

寄附者増に伴う
謝礼及び通信運
搬費の増

特産品の返礼割合
引き下げ(５割⇒
３割)による寄附
者減に伴う謝礼及
び通信運搬費の減

寄附者増に伴う
謝礼及び通信運
搬費の増

寄附者増による
謝礼及び通信運
搬費の増、納入
通知書等印刷・
PR用民間HP利用
手数料等の負担

寄附者増による
謝礼の増、納入
通知書等印刷・
PR用民間HP利用
手数料等の負担

寄附者増による
謝礼及び通信運
搬費の増

寄附者増に伴う
謝礼及び通信運
搬費の増実績との比較

（増減理由）

チラシ作成単価
の減及び、寄付
者減による謝礼
の減

寄附者への謝礼
の増

寄付者増による
謝礼及び通信運
搬費の増

特産品の大幅な
見直しによる寄
附者増に伴う謝
礼及び通信運搬
費の増

啓発用チラシ未
作成による減

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 5 5 5 5 5 5 5 5 5

実績値 3 3 3 12 12 12 12 12 12

計画値 14 17 20 26 29 32 35 38 41

実績値 12 17 24 4,424 3,768 2,277 5,843 7,779 9,908

ほぼ達成されている 達成されている 達成されている

上がっている 上がっている 上がっている

少し上がっている 上がっている 上がっている

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
活動指標である
啓発活動につい
ては計画値より
も少なかった
が、成果指標と
しては、ほぼ計
画に近い成果が
上げられた。
これは、寄附を
していただいた
方に特産品を贈
呈する事業の一
定の効果が出た
ものと考えてい
る。

自己分析：
活動指標である
啓発活動につい
ては計画値より
も少なかった
が、成果指標と
しては、計画ど
おりの成果が上
げられた。
これは、寄附を
していただいた
方に特産品を贈
呈する事業の一
定の効果が出た
ものと考えてい
る。

自己分析：
活動指標である
啓発活動につい
ては計画値より
も少なかった
が、成果指標と
しては、計画以
上の成果が上げ
られた。
これは、寄附を
していただいた
方に特産品を贈
呈する事業の一
定の効果が出た
ものと考えてい
る。

判断理由：
ふるさと応援寄
附は自主財源確
保の貴重な手段
であり、寄附件
数が順調に推移
していることか
ら、良好と判断
した。

自己分析：
前年同様、活動
指標、成果指標
ともに計画以上
の成果が上げら
れた。
これは、従前か
らの特産品贈呈
事業について、
より魅力のある
特産品へと変更
し啓発活動も幅
広く行ったこと
による効果が出
たものと考えて
いる。

自己分析：
前年同様、活動
指標、成果指標
ともに計画以上
の成果が上げら
れた。
これは、従前か
らの特産品贈呈
事業について、
より魅力のある
特産品へと変更
し啓発活動も幅
広く行ったこと
による効果が出
たものと考えて
いる。

判断理由：
ふるさと応援寄
附は自主財源確
保の貴重な手段
であり、寄附件
数が順調に推移
していることか
ら、良好と判断
した。

自己分析：
高額特産品の返
礼自粛や特産品
の返礼割合を３
割以下とするよ
う総務省から通
達があり、５割
程度から３割以
下に変更したこ
とが主な要因で
減額となった。
シティプロモー
ションの強化
と、引き続き全
国各地から寄附
を募るため、ふ
るさと納税ポー
タルサイトを増
設し、寄附件数
の増に繋げるこ
とが課題であ
る。

自己分析：
平成29年７月よ
り、総務省の通達
に基づき、返礼品
の調達金額を寄附
額の３割以下に設
定したことによ
る、寄附額減額の
対応策として、平
成30年４月より、
順次ふるさと納税
受付サイトを増や
し、平成30年年度
末時点で10社と契
約を締結した中
で、全国の寄附者
の目に留まる機会
を増やすことに努
めたことにより、
寄附額の増加と
なった。
　引き続き制度の
趣旨に基づき、継
続して、ふるさと
納税受付サイトを
運営し、寄附件数
の増に繋げること
が課題である。

自己分析：
地方税法の改正に伴い、
ふるさと納税寄附金控除
対象となるためには、①
募集適正実施基準（寄附
者を誘引するための宣伝
広告など）、②返礼品３
割以下基準、③地場産品
基準の３つの基準に適合
する必要があることと
なった。これは、申出時
点のみならず、指定を受
けている期間を通じてこ
れらの基準に適合し続け
ている必要があるため、
いずれかに適合しなく
なったと認められるとき
には、指定が取り消され
ることとなったことか
ら、令和元年度は、ふる
さと納税の募集の方法に
ついて、各基準の適否に
ついて厳正に対処しなが
らも、寄附金額確保のた
め更なる寄附申込者の獲
得を目指し、１１社のふ
るさと納税受付サイトに
返礼品を掲載しており、
宣伝広告の強化を図って
きた結果、寄附額の増額
となった。引き続き、全
国各地から寄附を募るた
め、ふるさと納税ポータ
ルサイトの利用、クレ
ジットカード決済による
納付システムを利用し、
寄附件数の増に繋げた
い。

自己分析：
令和２年度は、11
社のふるさと納税
受付サイトに返礼
品を掲載してお
り、新たな試みと
して、クラウド
ファンディング型
ふるさと応援寄附
金（新型コロナウ
イルス感染症対策
支援）、電子感謝
券、外国語寄附受
付サービスなどを
実施してきまし
た。11月にはオ
フィシャルサイト
も立ち上げ、情報
発信の強化を図っ
てきたところであ
ります。
結果、寄附件数は
大幅に増加してお
り、成果指標は達
成しているが、今
後、生産性向上及
び事務の効率化に
に努めていきた
い。

判断理由：
ふるさと応援寄
附は自主財源確
保の貴重な手段
であり、寄附件
数が順調に推移
していることか
ら、良好と判断
した。

今後の方向性 現状のまま継続 手段の見直し 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：啓発活動回数 指標の求め方：1年間の啓発活動回数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：寄附件数 指標の求め方：1年間の寄附件数

1,468

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回　）

5

18

成果指標１
（単位/件　）

23

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
自主財源確保のために、必要な事業であり、現状のまま継続する事
業と考える。
今後は、効果的な周知方法を模索し、より寄附しやすい環境を構築
する必要がある。

H28：
自主財源確保のために、必要な事業であり、現状のまま継続する事
業と考える。今後も、効果的な周知方法を模索し、より寄附しやす
い環境を構築する必要がある。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：
自主財源確保のために、必要な事業であり、現状のまま継続する事業と考える。今後も、効果的な周知
方法を模索し、より寄附しやすい環境を構築する必要がある。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標、成果
指標ともに計画
以上の成果が上
げられた。
これは、従前か
らの特産品贈呈
事業について、
より魅力のある
特産品へと変更
し啓発活動も幅
広く行ったこと
による効果が出
たものと考えて
いる。


